
様式１（主な取組）

実施計画
記載頁

235

１　取組の概要（Plan）

24 25 26 27 28 29～ 実施主体

9件
支援件数

→
県

受託者

２　取組の状況（Do）

（１）取組の推進状況 （単位：千円）

予算 決算見込 主な財源

186,177 162,878
一括交付
金

（ソフト）

（２）今年度の活動計画 （単位：千円）

当初予算 主な財源

－ ―

施策 ③健康サービス産業の振興

「主な取組」検証票
施策展開 3-(6)-ア 沖縄のソフトパワーを活用した新事業・新産業の創出

平成28年度実績

(施策の小項目) －

主な取組 ライフスタイルイノベーション創出推進事業

対応する
主な課題

○健康サービス産業の振興においては、沖縄の健康資源を活用した健康増進プログラ
ム等の商品化に際し、健康増進に資する科学的根拠や検証結果の利活用を進める必要
があるほか、その消費対象である観光客等に向けた国内外でのプロモーション活動の取
組も不可欠となっている。

取組内容
　大学等の有望な研究成果を活用した県内中小企業の高度化及び新事業の創出を図る
ため、県内外の大学研究機関等と県内中小企業とのﾏｯﾁﾝｸﾞ支援及び産業振興や県民
生活の向上に結びつく産学共同研究開発を支援する。

年度別計画

担当部課 商工労働部　産業政策課

事業名 活動内容

ﾗｲﾌｽﾀｲﾙｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ創出
推進事業

　産学連携による研究開発プロジェクトに取り組む
産学共同研究支援企業について、２７年度から実
施している６件の継続プロジェクトに加え、新たに
５件のプロジェクトを採択し、県内中小企業と学術
機関等のマッチングによる共同体の研究開発を支
援した。

活動指標名 計画値 実績値

事業名 活動内容

支援件数 ９件 １１件

推進状況 推進状況の判定根拠及び平成28年度取組の効果

順調

　産学連携による研究開発プロジェクトに取り組む産学共同研究支援企業の提案１１件
を採択した結果、学術機関等とのマッチングによる研究を実施する企業が１６社（中核企
業１１社、協力企業５社）参画した。研究開発から商品化される等、生活環境や安心安全
などの県民生活の向上に結びつく産学共同研究開発が促進された。

平成29年度計画

－ －

生活環境・介護（健康）、安全安心など県民生活の向上や産業振興に結び

つく研究開発プロジェクトへの支援



様式１（主な取組）

（３）これまでの改善案の反映状況

（４）成果指標の達成状況

基準値 現状値 H28目標値 改善幅 全国の現状

― ― ― ― ―

傾向 全国の現状

1件
（26年度）

1件
（27年度）

2件
（28年度）

↗ －

状
況
説
明

３　取組の検証（Check）

（１）推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）

（２）改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

４　取組の改善案（Action）

平成28年度の取組改善案 反映状況

①各種セミナーなどの開催とともに、ワークショップ
などの互いに議論する場を設けることで、企業と学
術機関等のマッチングを促進するとともに、企業
ニーズと学術機関等のシーズの探索をより一層強
化する。

②研究プロジェクトから商品化につなげるため、ハ
ンズオン支援や支援機関を終了した企業へのフォ
ローアップを一層強化する。

①企業ニーズと学術機関等のシーズ探索をより一
層強化するため、セミナー開催と併せてワーク
ショップを行うなどの取り組みを行った。

②ハンズオン支援やフォローアップを強化してお
り、事業終了後においても商品化に向けての取り
組みが強化された。

成果指標

―

参考データ 沖縄県の現状・推移

本事業支援による大学等との共同研
究に取り組む企業の商品化実現

　産学連携による研究開発プロジェクトに取り組む産学共同研究支援企業の提案42件を採択し
た結果、学術機関等とのマッチングによる研究を実施する企業が62社参画した。
　また、Ｈ２６年度における県内大学等との共同研究に取り組む民間企業数は８９社あり、Ｈ２８
年度目標を達成する見込み。

○内部要因
・研究開発のプロジェクト採択にあたっては、企業と学術機関とのマッチングが大きなポイントとなる。

○外部環境の変化
・県外で研究開発を進めるプロジェクトの中には、事業の進捗等が把握しにくい事例もあった。

・研究開発から商品化までは、企業の事情等から一定の時間を有する場合がある。

・企業と学術機関等のマッチングのための相談窓口の強化が必要である。

・研究開発プロジェクト実施段階での課題等を早い段階で把握し、課題解決に向けて取り組む必要が
ある。

・積極的なフォローアップ支援を行う等、研究開発プロジェクトから商品化につなげるための取り組みの
強化が必要である。

・事業終了後においても、ハンズオン支援やフォローアップは必要であり、今後も商品化に向けての取
り組みを行う必要ある。



様式１（主な取組）

実施計画
記載頁

237

１　取組の概要（Plan）

24 25 26 27 28 29～ 実施主体

→ 県

２　取組の状況（Do）

（１）取組の推進状況 （単位：千円）

予算 決算見込 主な財源

23,131 22,767 県単等

（２）今年度の活動計画 （単位：千円）

当初予算 主な財源

21,693 県単等

「主な取組」検証票
施策展開 3-(6)-ウ 海洋資源調査・開発の支援拠点形成

施策 ①海洋調査・開発の支援拠点形成に向けた取組の推進

(施策の小項目) ○海洋資源研究・開発支援拠点整備

主な取組 海洋資源調査・開発支援拠点形成促進事業

対応する
主な課題

○陸域の資源が乏しい我が国にとって、海洋資源の開発は国益に資する重要な分野で
あることから、国や各種研究機関等と連携しながら、我が国の海洋資源調査・開発の支
援拠点の形成に向けた取組を推進する必要がある。

取組内容 　海洋資源研究・開発支援拠点形成に向けた取組みを行う。

年度別計画

担当部課 商工労働部　産業政策課

平成28年度実績

事業名 活動内容

海洋資源調
査・開発支
援拠点形成
促進事業

・産学官を構成員とする連絡協議の場の設置
・将来の海洋資源関連産業の創出に向けた人材
の育成・啓発活動及び県民向けの周知広報等
・誘致企業等の要望調査・誘致策等検討

活動指標名 計画値 実績値

協議会の開催・企業等誘致活動・海洋資源に関す
る啓発活動

－ －

推進状況 推進状況の判定根拠及び平成28年度取組の効果

順調

　可能性調査の結果を踏まえ、開発支援拠点形成に向けた課題やその解決方法の整
理、県内における海洋資源に関する研究開発プロジェクト等について事業化につなげる
ための調査を行うとともに、将来の海洋資源関連産業創出に向けた人材の育成や啓発
活動の一環として、平成29年2月にシンポジウム（参加者約121名）を開催したほか、海洋
教室、海洋ロボコンの開催、企業アンケートなどを行った。

平成29年度計画

事業名 活動内容

海洋資源調
査・開発支
援拠点形成
促進事業

・研究機関や有識者、企業等を構成員とする連絡協議の場の
設置
・将来の海洋資源関連産業の創出に向けた人材の育成・啓発
活動・産業化支援及び県民向けの周知広報等
・支援拠点の中核となる企業の選定・要望調査・誘致策等検討

協議会の設置・海洋資

源に関する啓発活動・企

業誘致



様式１（主な取組）

（３）これまでの改善案の反映状況

（４）成果指標の達成状況

基準値 現状値 H28目標値 改善幅 全国の現状

０箇所
（23年度）

０箇所 １箇所 － －

傾向 全国の現状

－ － － ― －

状
況
説
明

３　取組の検証（Check）

（１）推進上の留意点（内部要因、外部環境など）

平成28年度の取組改善案 反映状況

①県内の研究機関や企業による海洋資源関連プ
ロジェクトの創出に向け、引き続き県内の関係機関
や有識者、企業等を構成員とした海洋資源に関す
る連絡協議の場を設置し、将来の海洋産業の創出
を見据えた取組みについて協議・検討を行う。
②将来の海洋産業を担う人材の育成が必要であ
るため、県民の海洋資源に関する意識の醸成を促
すためのイベントを開催するとともに、教育機関等
と連携し、若年者への啓発活動を行う。
③支援拠点の形成に向け国等と連携し、本県への
研究機関・企業等誘致の取組みを行う。

①県内の研究機関や企業による海洋資源関連プ
ロジェクトの創出に向け、引き続き県内の関係機
関や有識者、企業等を構成員とした海洋資源に関
する連絡協議の場を設置し、将来の海洋産業の
創出を見据えた取組みについて協議・検討を行っ
ていく必要があるが、平成28年度については、連
絡協議会は設置していない。
②将来の海洋産業を担う人材の育成が必要であ
るため、県民の海洋資源に関する意識の醸成を
促すためのイベントとして沖縄の産業まつりにお
いて「海洋産業特別展」等を実施するとともに、教
育機関等と連携し、若年者への啓発活動を行って
いる。
③支援拠点の形成に向け国等と連携し、本県へ
の研究機関・企業等誘致の取組みとして、国等関
係機関との意見交換や先進地視察調査を行って
いる。

　政府機関誘致について、内閣官房が募集した政府機関移転への提案も行い、国立研究開発
法人海洋研究開発機構（ＪＡＭＳＴＥＣ）及び独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構（Ｊ
ＯＧＭＥＣ）の海洋調査・研究に係る一部機能について県内移設を提案したが、ＪＡＭＳＴＥＣ、Ｊ
ＯＧＭＥＣ両機構とも研究者等の人材確保や、省庁・大学・研究機関・関連企業等との連携に支
障が出ること、新たな費用負担が発生することなどを理由に誘致が実現する状況には至ってい
ない。引き続き、これらの課題の解決に向けた息の長い取組みを行う必要がある。

○内部要因
・国の資源量調査や経済性の評価を踏まえ組織体制の整備を検討する必要がある。

○外部環境の変化
・沖縄近海における海洋資源の埋蔵量について、国等の調査、評価を注視する必要がある。

・海洋資源開発にかかる技術の開発状況について注視する必要がある。

・国等による資源開発の採算性・経済性評価を注視する必要がある。

成果指標

海洋資源調査・開発支援拠点数

参考データ 沖縄県の現状・推移

－



様式１（主な取組）

（２）改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

４　取組の改善案（Action）

・国・資源調査機関等との連携・情報共有を深める必要がある。

・海洋資源に関する県民意識を醸成するとともに、企業・研究機関等産学官における連携・情報共有を
進める必要がある。

・将来の産業化を見据え、長期的な視点にたった海洋人材の育成を行う必要がある。

・県内の研究機関や企業による海洋資源関連プロジェクトの創出に向け、引き続き県内の関係機関や
有識者、企業等を構成員とした海洋資源に関する連絡協議の場を設置し、将来の海洋産業の創出を
見据えた取組みについて協議・検討を行う。

・将来の海洋産業を担う人材の育成が必要であるため、県民の海洋資源に関する意識の醸成を促す
ためのイベントを開催するとともに、教育機関等と連携し、若年者への啓発活動を行う。

・支援拠点の形成に向け国等と連携し、本県への研究機関・企業等誘致の取組みを行う。



様式１（主な取組）

実施計画
記載頁

238

１　取組の概要（Plan）

24 25 26 27 28 29～ 実施主体
２社
金融特区立地

２社
経済金融活性
化特区立地

→
県

市町村

２　取組の状況（Do）

（１）取組の推進状況 （単位：千円）

予算 決算見込 主な財源

3,683 2,151 県単等

「主な取組」検証票

平成28年度実績

　経済金融活性化特別地区への金融関連産業の集積を図るため、企業誘致活動を行う
ほか、関係機関との連携・調整や制度の改正要望等を行う。

担当部課 商工労働部　情報産業振興課

3-(6)-エ 金融関連産業の集積促進施策展開

施策

主な取組

計画値

年度別計画

事業名 活動内容

取組内容

実績値

(施策の小項目) ○金融ビジネスの集積促進

○金融関連産業の集積を促進するため、経済金融活性化特区制度を活用したビジネス
モデルの構築及び業務化に向けた取組を支援する必要がある。

対応する
主な課題

金融関連産
業振興事業

　経済金融活性化特別地区の周知活動、国内外
における企業誘致セミナー等への参加、立地企業
のフォロー等を行った。

活動指標名

経済金融活性化特別地区新規立地企業数
（金融関連企業）

２社 ０社

①金融関連産業の集積促進

金融関連集積推進事業

大幅遅れ

推進状況の判定根拠及び平成28年度取組の効果

　国（内閣府）、地元自治体（名護市）などと連携した経済金融活性化特別地区の説明会
や、東京・台湾で実施した企業誘致セミナーを通じた誘致活動に加え、立地企業毎の課
題に応じた関係機関の紹介や企業間のマッチングを支援した。
　同特区内に情報通信関連企業１社が新たに立地したほか、１社の事業認定を行ったも
のの、金融関連企業の立地数は計画値２社に対し実績値が０社であったため、「大幅遅
れ」とした。

推進状況

経済金融活性化特区への企業誘致活動の実

施

金融特区への企業誘致活動
の実施



様式１（主な取組）

（２）今年度の活動計画 （単位：千円）

当初予算 主な財源

3,187 県単等

（３）これまでの改善案の反映状況

（４）成果指標の達成状況

基準値 現状値 H28目標値 改善幅 全国の現状

10社
（23年度）

10社
（28年度）

20社 ０社 －

470人
（23年度）

427人
（28年度）

620人 △43人 －

傾向 全国の現状

― ― ― ― ―

状
況
説
明

①②
国内外における企業誘致セミナー等において、参
加企業に対して立地企業の事業展開例を紹介す
るとともに、参加企業とのビジネスマッチングの場
を提供することにより、立地企業の事業拡大の支
援を行った。また、これらの取組により、立地企業
とネットワークのある企業が１社（情報通信関連企
業）立地した。

③
特区制度利用事業者等との意見交換を踏まえ、
税制優遇措置の内容に加え、制度活用シミュレー
ションや課税免除の具体的な手続の紹介を交え
た説明会のほか、個別相談会を実施した。また、
制度の利活用促進につながるホームページを作
成した。

平成29年度計画

　平成23年度以降、新たに３社の金融事業者が立地したのの、既存立地企業の県内移転等に
より３社が撤退し、立地企業数、雇用者数ともに平成28年度の目標達成には至っていない。
　なお、平成26年度に、従来の金融活性化特別地区の対象産業等を拡充する形で、経済金融
活性化特別地区が創設されたことにより、金融関連産業を含むその他の特定経済金融活性化
産業の立地企業数、雇用者数は平成23年度の29社、933人から、平成28年度は36社、1,046人
に増加しており、引き続き、特区制度の周知を図るとともに、金融業以外の産業の集積促進や
金融機能を発揮するための仕組み作りに取り組む必要がある。

経済金融活性化特区立地企業数
（金融関連企業）

事業名 活動内容

反映状況

①
他の事業と連携し、立地企業のビジネスが拡大で
きるよう魅力ある施策や各種支援策の策定に取り
組む。

②
立地企業との密な意見交換や県内企業の紹介な
ど、事業の拡大を支援することにより、当該立地企
業とネットワークのある企業の誘致につなげる。

③
立地企業や税理士等の意見を踏まえて、制度の利
活用促進につながるホームページを作成するとと
もに、制度説明会を開催する。

―

金融関連産
業振興事業

　税制改正等に向けた関係省庁との調整、経済金融活性化特
別地区の周知活動、国内外における企業誘致セミナー等への
参加、立地検討企業との調整、立地企業のフォロー等に取り組
む。

経済金融活性化特区立地企業雇用
者数（金融関連企業）

成果指標

参考データ 沖縄県の現状・推移

平成28年度の取組改善案



様式１（主な取組）

３　取組の検証（Check）

（１）推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）

（２）改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

４　取組の改善案（Action）

・他の事業と連携し、立地企業のビジネスが拡大できるよう魅力ある施策や各種支援策の策定に取り
組む。

・立地企業との密な意見交換やビジネスマッチングなど、事業の拡大を支援することにより、当該立地
企業とネットワークのある企業の誘致につなげる。

・立地企業や税理士等の意見を踏まえて、制度の利活用促進につながる経済金融活性化特別地区振
興税制の手引書を作成するとともに、制度説明会を開催する。

○内部要因
・平成26年の沖縄振興特別措置法の改正により創設された経済金融活性化特別地区は、税制優遇措
置の対象範囲（業種）等が大幅に拡大されていることから、当該特区への関心を高めるため、効果的
なＰＲを行う必要がある。

・経済金融活性化特別地区に係る税制優遇措置の期限が平成31年３月31日までとなっていることか
ら、次回の税制改正交渉が始まる平成29年度末頃までに、延長などに向けた税制の活用実績を積み
上げる必要がある。

○外部環境の変化
・名護市では、平成30年度の供用開始を目指して、新たな企業集積施設の整備事業に着手しており 、
オフィスの不足に伴い立地や事業の拡大を見送った企業ニーズに対応することが期待できる。

・金融関連産業や情報通信関連産業などの特定経済金融活性化産業を行う事業者から情報収集を行
い、企業誘致の競争力を高める特区制度の拡充を検討するなど企業ニーズを取り込んでいくととも
に、特区制度及び充実した企業集積施設の情報提供に注力していく必要がある。



様式１（主な取組）

実施計画
記載頁

238

１　取組の概要（Plan）

24 25 26 27 28 29～ 実施主体
各種調査等 各種プロジェ

クト実施

→ 県

２　取組の状況（Do）

（１）取組の推進状況 （単位：千円）

予算 決算見込 主な財源

19,922 19,922
一括交付
金
（ソフト）

①金融関連産業の集積促進

沖縄金融市場活性化事業

順調

推進状況の判定根拠及び平成28年度取組の効果

　本県の取組や経済環境を評価した国内外の資金決済サービス事業者３社が、県内で
の事業展開を具体化させつつあるほか、うち１社が県内流通事業者と協業に向けた協議
を行っていることから、「順調」とした。

推進状況

― ―

(施策の小項目) ○金融ビジネスの集積促進

○金融関連産業は情報通信技術との親和性も高く、成長産業に対する投融資や資金の
供給など、実体経済のサポート役としての役割も期待されることから、企業立地基盤の整
備を進め、一層の産業集積促進に取り組む必要がある。

対応する
主な課題

金融関連産
業集積推進
事業（経済
金融活性化
特区金融新
ビジネス検
討事業）

　
　金融ビジネスの創出プロジェクトとして、金融事
業者等とともに、本県のインバウンド環境や充実し
た情報通信ネットワーク環境などを生かした情報
技術を活用する金融ビジネスについて調査・検討
を行った。

活動指標名

各種プロジェクト実施

主な取組

計画値

年度別計画

事業名 活動内容

取組内容

実績値

「主な取組」検証票

平成28年度実績

　経済金融活性化特別地区への金融関連産業の集積を図るため、金融ビジネス創出の
ための各種プロジェクトを実施する。

担当部課 商工労働部　情報産業振興課

3-(6)-エ 金融関連産業の集積促進施策展開

施策

金融情報センターとしての機能を構築するためのアジアサテ

ライト取引所や金融機関・投資家の集積に向けた環境整備



様式１（主な取組）

（２）今年度の活動計画 （単位：千円）

当初予算 主な財源

23,994
一括交付
金

（ソフト）

（３）これまでの改善案の反映状況

（４）成果指標の達成状況

基準値 現状値 H28目標値 改善幅 全国の現状

10社
（23年度）

10社
（28年度）

20社 ０社 －

470人
（23年度）

427人
（28年度）

620人 △43人 －

傾向 全国の現状

― ― ― ― ―

状
況
説
明

参考データ 沖縄県の現状・推移

平成28年度の取組改善案 反映状況

①沖縄に興味を持っているグローバルな金融ビジ
ネスを展開する事業者とのネットワークを通じて、
金融関連産業の市場ニーズを把握し、金融産業の
集積を促す新たなスキーム等について引き続き検
討を行う。

―

金融関連産
業集積推進
事業（経済
金融活性化
特区金融新
ビジネス検
討事業）

　経済金融活性化特別地区の活性化に資する新たな金融ビジ
ネスの創出に向けた検討を行う。

経済金融活性化特区立地企業雇用
者数（金融関連企業）

成果指標

　平成23年度以降、新たに３社の金融事業者が立地したのの、既存立地企業の県内移転等に
より３社が撤退し、立地企業数、雇用者数ともに平成28年度の目標達成には至っていない。
　なお、平成26年度に、従来の金融活性化特別地区の対象産業等を拡充する形で、経済金融
活性化特別地区が創設されたことにより、金融関連産業を含むその他の特定経済金融活性化
産業の立地企業数、雇用者数は平成23年度の29社、933人から、平成28年度は36社、1,046人
に増加しており、引き続き、特区制度の周知を図るとともに、金融業以外の産業の集積促進や
金融機能を発揮するための仕組み作りに取り組む必要がある。

経済金融活性化特区立地企業数
（金融関連企業）

事業名 活動内容

平成29年度計画

①金融産業の集積を促す新たなスキームとして、
本県のインバウンド環境や充実した情報通信ネッ
トワーク環境などを生かした情報技術を活用する
金融ビジネスについて調査・検討を行った。



様式１（主な取組）

３　取組の検証（Check）

（１）推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）

（２）改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

４　取組の改善案（Action）

・金融ビジネスの活性化に向けて、県内金融事業者と沖縄に興味を持っているグローバルな金融ビジ
ネスを展開する事業者等と、金融産業の集積を促す新たなスキーム等について、引き続き検討する必
要がある。

・沖縄に興味を持っているグローバルな金融ビジネスを展開する事業者等とのネットワークを通じて、
金融関連産業の市場ニーズを把握し、金融産業の集積を促す新たなスキーム等について引き続き検
討を行う。

○内部要因
・経済金融活性化特別地区の活性化を図るため、資金の仲介者や供給者の集積エリア・企業群であ
る「アジア金融情報センター」構築に向けて、金融関連企業の集積に資する中核機能を設置する必要
がある。

・国際海底光ケーブルの敷設により金融商品取引における良質な通信ネットワーク環境が整備された
ことから、ネットワークサービスの料金等に関する照会や立地検討企業等が増加しており、アジア向け
の金融ビジネス展開の機運が高まっている。

○外部環境の変化
・平成26年度に検討したアジアPTS市場の創設については、取引所集中義務といった各国における法
規制などがあり、早期の実現が困難であるため、各国における規制緩和の動向等を踏まえて、中長期
的に取り組む必要がある。

・県内入域観光客数は過去最高となり、特に外国人観光客の増加が顕著であることから、新たな金融
ビジネスの創出が期待できる。



様式１（主な取組）

実施計画
記載頁

238

１　取組の概要（Plan）

24 25 26 27 28 29～ 実施主体

国内３箇所
海外３箇所

→ 県

２　取組の状況（Do）

（１）取組の推進状況 （単位：千円）

予算 決算見込 主な財源

29,767 28,747
一括交付

金
（ソフト）

①金融関連産業の集積促進

金融投資環境PR事業

やや遅れ

推進状況の判定根拠及び平成28年度取組の効果

　本県の投資環境や立地企業の事業展開事例を通して、本県との連携可能性や投資環
境のPRを行った。セミナーは、国内１箇所、海外１箇所に絞り、重点的に取り組んだ結
果、セミナーに参加した金融関連企業が沖縄への立地の意向を示すなど、PRの効果が
現れている。

国内３箇所
海外３箇所

国内１箇所
海外１箇所

推進状況

施策

主な取組

(施策の小項目) ○金融投資環境のプロモーション

○金融関連産業の集積を促進するため、経済金融活性化特区制度を活用したビジネス
モデルの構築及び業務化に向けた取組を支援する必要がある。

対応する
主な課題

活動指標名

金融投資環境PRセミナー開催箇所数

計画値

年度別計画

事業名 活動内容

金融関連産
業集積推進
事業（経済
金融活性化
特区利活用
促進事業）

　東京・台北において経済金融活性化特別地区に
関するPRセミナーを開催した（参加者数：東京42
名、台北58名）

取組内容

実績値

「主な取組」検証票

平成28年度実績

　経済金融活性化特別地区での金融ビジネスの更なる集積や高度化・多様化を促進す
るため、国内外におけるセミナー開催等により、同特区の投資環境をPRする。

担当部課 商工労働部　情報産業振興課

3-(6)-エ 金融関連産業の集積促進施策展開

首都圏等県外やアジア各地でのセミナー開催・展示会参加



様式１（主な取組）

（２）今年度の活動計画 （単位：千円）

当初予算 主な財源

- 県単等

（３）これまでの改善案の反映状況

（４）成果指標の達成状況

基準値 現状値 H28目標値 改善幅 全国の現状

10社
（23年度）

10社
（28年度）

20社 ０社 －

470人
（23年度）

427人
（28年度）

620人 △43人 －

傾向 全国の現状

― ― ― ― ―

状
況
説
明

-
　ＩＴアイランド推進事業等で実施するPRセミナーにおいて、経
済金融活性化特別地区制度や投資環境のPRを行い、金融関
連産業の振興に向けた企業誘致活動等を行う。

参考データ 沖縄県の現状・推移

経済金融活性化特区立地企業雇用
者数（金融関連企業）

成果指標

①東京・台北において経済金融活性化特別地区
に関するPRセミナーを開催するとともに、シンガ
ポールの企業や経済団体等を訪問することで、国
内外において広く同特区制度の周知を行った。
　また、同特区に立地意向のある企業に対して個
別訪問し、特区制度や投資環境等のPRを行なっ
た。

平成28年度の取組改善案 反映状況

　平成23年度以降、新たに３社の金融事業者が立地したのの、既存立地企業の県内移転等に
より３社が撤退し、立地企業数、雇用者数ともに平成28年度の目標達成には至っていない。
　なお、平成26年度に、従来の金融活性化特別地区の対象産業等を拡充する形で、経済金融
活性化特別地区が創設されたことにより、金融関連産業を含むその他の特定経済金融活性化
産業の立地企業数、雇用者数は平成23年度の29社、933人から、平成28年度は36社、1,046人
に増加しており、引き続き、特区制度の周知を図るとともに、金融業以外の産業の集積促進や
金融機能を発揮するための仕組み作りに取り組む必要がある。

①広く経済金融活性化特別地区制度の周知を行う
とともに、同特区に立地意向のある企業に対して、
個別に特区制度や投資環境等のPRを行うなど活
動を強化する。

―

経済金融活性化特区立地企業数
（金融関連企業）

事業名 活動内容

平成29年度計画



様式１（主な取組）

３　取組の検証（Check）

（１）推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）

（２）改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

４　取組の改善案（Action）

・引き続き、立地企業に対して、経済金融活性化特別地区に係る税制優遇措置の活用を促し、メリット
を感じて貰うとともに、税制の活用事例を国内外へＰＲしていく必要がある。

・県主催の企業誘致セミナーや、各種イベントへの出展等により、広く経済金融活性化特別地区制度
の周知を行うとともに、同特区に立地意向のある企業に対して、個別に特区制度や投資環境等のPR
を行うなど活動を強化する。

○内部要因
・平成26年の沖縄振興特別措置法の改正により創設された経済金融活性化特別地区は、税制優遇措
置の対象範囲（業種）等が大幅に拡大されていることから、当該特区への関心を高めるため、効果的
なＰＲを行う必要がある。

○外部環境の変化
・名護市では、平成30年度の供用開始を目指して、新たな企業集積施設の整備事業に着手しており 、
オフィスの不足に伴い立地や事業の拡大を見送った企業ニーズに対応することが期待できる。



様式１（主な取組）

実施計画
記載頁

238

１　取組の概要（Plan）

24 25 26 27 28 29～ 実施主体

15講座
120人

→ 県

２　取組の状況（Do）

（１）取組の推進状況 （単位：千円）

予算 決算見込 主な財源

26,037 23,558
一括交付
金

（ソフト）

「主な取組」検証票

平成28年度実績

　経済金融活性化特別地区での金融関連産業の更なる集積や高度化・多様化を促進
し、本県における経済金融の活性化を図るため、金融人材育成を支援する講座を開設
する。

担当部課 商工労働部　情報産業振興課

3-(6)-エ 金融関連産業の集積促進施策展開

施策

主な取組

計画値

年度別計画

事業名 活動内容

取組内容

実績値

(施策の小項目) ―

○金融関連産業の集積促進と業務の高度化・多様化へ対応するため、産学官の連携に
より、企業が求める金融人材の育成・確保に取り組む必要がある。

対応する
主な課題

金融人づくり
チャレンジ
事業

　金融人材の育成を目的として、学生・求職者向
け資格取得講座（３級及び２級ファイナンシャル・
プランニング資格、証券外務員Ⅱ種資格：全４回、
55名）、就業者向けセミナー(全１回、14名）及び学
生向け金融業界就業セミナー(全１回、９名）を開
催し、計６講座78名が受講した。
　また、金融リテラシーの向上を目的として、一般
向けに金融への興味喚起を促す金融セミナー（全
１回、158名）や中高生向け金融教室（全12回、
267名）を開催し、計13講座425名が参加した。

活動指標名

人材育成講座等受講者数
15講座
120人

19講座
503名

②金融関連産業の人材育成・確保

金融人づくりチャレンジ事業

順調

推進状況の判定根拠及び平成28年度取組の効果

　人材育成講座等受講者数は、計画値の15講座120名に対して実績値が19講座503名と
なり、また、学生・求職者向け資格取得講座受講者の合格率が目標の50％を超える結果
となったことから、講座等の開講により金融人材の育成が図られたものとして、「順調」と
した。

推進状況

学生・求職者向けの金融人材育成講座と金融関連企業等の人材育成支援を

実施



様式１（主な取組）

（２）今年度の活動計画 （単位：千円）

当初予算 主な財源

20,294
一括交付
金

（ソフト）

（３）これまでの改善案の反映状況

（４）成果指標の達成状況

基準値 現状値 H28目標値 改善幅 全国の現状

10社
（23年度）

10社
（28年度）

20社 ０社 －

470人
（23年度）

427人
（28年度）

620人 △43人 －

傾向 全国の現状

― ― ― ― ―

状
況
説
明

①産学官と連携し、県民に対して金融関連産業等
を広くPRするセミナー等を開催した。

②経済金融活性化特別地区に立地する金融関連
企業を中心に、人材育成講座等に関するヒアリン
グを行い、企業ニーズを踏まえた就業者向けセミ
ナー（１回）を実施したほか、スキルアップを目的と
した学生・求職者向け資格取得講座（全４講座）
や、金融リテラシーの向上を目的とした中高生向
け金融教室（全12回）を実施した。

平成29年度計画

　平成23年度以降、新たに３社の金融事業者が立地したのの、既存立地企業の県内移転等に
より３社が撤退し、立地企業数、雇用者数ともに平成28年度の目標達成には至っていない。
　なお、平成26年度に、従来の金融活性化特別地区の対象産業等を拡充する形で、経済金融
活性化特別地区が創設されたことにより、金融関連産業を含むその他の特定経済金融活性化
産業の立地企業数、雇用者数は平成23年度の29社、933人から、平成28年度は36社、1,046人
に増加しており、引き続き、特区制度の周知を図るとともに、金融業以外の産業の集積促進や
金融機能を発揮するための仕組み作りに取り組む必要がある。

経済金融活性化特区立地企業数
（金融関連企業）

事業名 活動内容

反映状況

①名護市、金融関連企業、教育機関（県内５大学）
と連携し、金融関連産業や経済金融活性化特別地
区の効果的なＰＲ手法を検討する。

②求職者のキャリアアップに繋がるよう、金融人材
育成講座等の充実化（講座数の増、ニーズを踏ま
えたセミナーの開催等）を図るとともに、特区内の
立地企業や求職者のニーズに合った内容の講座
を開設する。

―

金融人づくり
チャレンジ
事業

　経済金融活性化特別地区における金融関連産業の更なる集
積や高度化・多様化を促進するため、引き続き金融人材を育
成する講座やセミナー等を開設する。

経済金融活性化特区立地企業雇用
者数（金融関連企業）

成果指標

参考データ 沖縄県の現状・推移

平成28年度の取組改善案



様式１（主な取組）

３　取組の検証（Check）

（１）推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）

（２）改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

４　取組の改善案（Action）

・名護市、金融関連企業、教育機関（県内５大学）と連携し、金融関連産業や経済金融活性化特別地
区の効果的なＰＲ手法を検討する。

・求職者のキャリアアップに繋がるよう、金融人材育成講座等の充実化（講座数の増、ニーズを踏まえ
たセミナーの開催等）を図るとともに、特区内の立地企業や求職者のニーズに合った内容の講座を開
設する。

○内部要因
・経済金融活性化特別地区の対象産業である金融関連産業について周知を図っているものの、同産
業に対する求職者や学生等の理解や関心が十分には深まっていない。

○外部環境の変化
・金融関連企業が求める人材と求職者のスキルにミスマッチがある。

・金融関連産業や経済金融活性化特別地区の理解を深めるため、効果的な周知や広報を行う必要が
ある。

・金融関連企業が求める人材と求職者のスキルとのミスマッチを解消するため、企業ニーズを的確に
把握し、キャリアアップに繋がるよう講座内容の充実化を図る。


